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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

  

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

回次 
第62期 

第２四半期 
連結累計期間 

第63期 
第２四半期 
連結累計期間 

第62期 

会計期間 

自平成24年 
２月１日 

至平成24年 
７月31日 

自平成25年 
２月１日 

至平成25年 
７月31日 

自平成24年 
２月１日 

至平成25年 
１月31日 

売上高                （百万円）  59,666  65,593  112,820

経常利益              （百万円）  3,231  3,895  6,328

四半期（当期）純利益  （百万円）  1,882  2,406  3,661

四半期包括利益又は包括利益 

            （百万円） 
 1,924  2,498  3,803

純資産額              （百万円）  37,107  40,421  38,486

総資産額              （百万円）  75,978  92,641  87,484

１株当たり四半期（当期）純利益金額 

                          （円） 
 69.89  89.28  135.87

潜在株式調整後１株当たり 

四半期（当期）純利益金額  （円） 
 69.67  88.99  135.36

自己資本比率              （％）  48.8  43.6  43.9

営業活動による 

キャッシュ・フロー    （百万円） 
 3,452  776  △3,413

投資活動による 

キャッシュ・フロー    （百万円） 
 1  △227  △559

財務活動による 

キャッシュ・フロー    （百万円） 
 △3,749  1,052  3,957

現金及び現金同等物の 

四半期末（期末）残高  （百万円） 
 12,470  14,351  12,750

回次 
第62期 

第２四半期 
連結会計期間 

第63期 
第２四半期 
連結会計期間 

会計期間 

自平成24年 
５月１日 

至平成24年 
７月31日 

自平成25年 
５月１日 

至平成25年 
７月31日 

１株当たり四半期純利益金額 （円）  38.27  45.70

２【事業の内容】 
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 当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

      平成24年12月25日、当社、一建設株式会社(所在地：東京都練馬区、社長：堀口 忠美、以下「一建設」)、株式

会社飯田産業(所在地：東京都武蔵野市、社長：兼井 雅史、以下「飯田産業」)、タクトホーム株式会社(所在

地：東京都西東京市、社長:山本 重穂、以下「タクトホーム」)、株式会社アーネストワン(所在地：東京都西東

京市、社長：西河 洋一、以下「アーネストワン」)、及びアイディホーム株式会社(所在地：東京都西東京市、社

長：久林 欣也、以下「アイディホーム」)の６社は、共同株式移転（以下「本株式移転」という。）の方法によ

り共同持株会社を設立し、経営統合（以下「本経営統合」という。）を行うことについて基本合意に達し、同日

基本合意書を締結の上、６社で統合に向けて協議を進めてまいりました。 

      平成25年６月27日、６社はそれぞれの取締役会の決議に基づき、主要事項について合意し、統合契約書を締結

するとともに、株式移転計画書を共同で作成致しました。 

     なお、本件につきましては、平成25年８月30日開催の当社臨時株主総会において承認可決されております。 

   本株式移転の概要は下記のとおりであります。  

  

 １．本株式移転による経営統合の目的等 

  (1）本経営統合の背景 

各社はこれまで、「高品質な住宅をより低価格で提供する」という共通する理念に基づいて、お客様に新築一戸

建住宅を中心に提供してまいりました。しかしながら、将来的な人口・世帯数の減少による中長期的な住宅市場の

縮小、他業界からの戸建分譲市場への新規参入等により競争が激化する事業環境下において、これまで以上にお客

様の期待に応え満足して頂く商品・サービスを提供し続けるには、個々の会社ごとの経営努力だけでは限界があ

り、各社の経営資源・ノウハウを結集させ、新築住宅の分譲事業だけでなく、新しい顧客価値の創造、更には海外

市場への展開を行い、新たな収益源を確保することが不可欠であると認識しております。 

このような背景から、環境変化を事業機会として取り込むためには、将来的に総合不動産住宅メーカーとしてグ

ローバル市場に展開していくという共通のビジョンを持つ６社が経営統合し、強固な経営基盤を構築することが不

可欠であると判断しました。 

また、持株会社の傘下で統一的な基本戦略を取りながらも、これまで築き上げてきた各社の独自のノウハウを活

かし、互いの自主性を尊重した経営を行っていくことで最大のシナジー効果を得られると判断し、共同株式移転の

方法により共同持株会社を設立することと致しました。 

  

  (2）本経営統合の目的 

本経営統合により、これまで以上により多くの人々が幸せに暮らせる住環境を創造し、豊かな社会作りに貢献し

てまいります。すなわち、雇用不安が拡大し、個人所得が伸び悩む厳しい経済環境下においても、我々がコスト努

力を率先して進めることにより、不動産業界全体のコスト低減をリードし、ひいてはお客様が良質な住宅を求めや

すい価格で手に入れることができるような環境を実現することを目的としております。 

  

 ２．本株式移転の要旨 

   下記内容に沿って経営統合の実現を目指します。 
  
  (1）本株式移転の日程 

上記は現時点での予定であり、経営統合の承認手続きの進行その他の事由により、必要な場合には、６社で協議

し合意の上で変更することがあります。 

第２【事業の状況】 

１【事業等のリスク】 

２【経営上の重要な契約等】 

 経営統合に関する基本合意書締結  平成24年12月25日 

 統合契約書締結・株式移転計画書作成、６社取締役会決議  平成25年６月27日 

 統合承認定時株主総会(飯田産業)  平成25年７月30日 

 統合承認臨時株主総会(アイディホーム)  平成25年８月８日 

 統合承認定時株主総会(タクトホーム)  平成25年８月23日 

 統合承認臨時株主総会(当社、一建設、アーネストワン)  平成25年８月30日 

 ６社の株式の上場廃止日  平成25年10月29日(予定) 

 統合予定日(共同持株会社設立登記日)  平成25年11月１日(予定) 

 共同持株会社株式新規上場日  平成25年11月１日(予定) 
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    (2）本株式移転の方法 

       当社、一建設、飯田産業、タクトホーム、アーネストワン及びアイディホームを完全子会社、持株会社を完全

親会社とする共同株式移転となります。  

  

   (3）株式移転に係る割当ての内容(株式移転比率) 

  (注)１. 本株式移転に係る株式の割当ての詳細 

     ①当社の普通株式１株に対して、共同持株会社の普通株式 株を割当て交付致します。 

     ②一建設の普通株式１株に対して、共同持株会社の普通株式 株を割当て交付致します。 

     ③飯田産業の普通株式１株に対して、共同持株会社の普通株式１株を割当て交付致します。 

     ④タクトホームの普通株式１株に対して、共同持株会社の普通株式 株を割当て交付致します。 

     ⑤アーネストワンの普通株式１株に対して、共同持株会社の普通株式 株を割当て交付致します。 

     ⑥アイディホームの普通株式１株に対して、共同持株会社の普通株式 株を割当て交付致します。 

    但し、上記株式移転比率は、算定の基礎となる諸条件に重大な変更が生じた場合には、６社協議の上、

変更することがあります。 

    ２．共同持株会社の単元株式数は 株とします。 

    ３．共同持株会社が交付する新株式数 (予定) 

       普通株式： 株 

     上記は、平成25年６月11日に各社が公表した自己株式の消却実施直後の発行済株式総数、当社

株、一建設 株、飯田産業 株、タクトホーム 株、アーネストワン

株及びアイディホーム 株に基づいて算出しておりますので、変動することがありま

す。  

    ４．単元未満株式の取り扱いについて 

     本株式移転により、１単元(100 株）未満の共同持株会社の株式（以下「単元未満株式」という。）の

割当てを受ける６社の株主の皆様につきましては、その保有する単元未満株式を東京証券取引所及びその

他の金融商品取引所において売却することはできません。そのような単元未満株式を保有することとなる

株主の皆様は、会社法第192条第１項の規定に基づき、共同持株会社に対し、自己の保有する単元未満株

式を買い取ることを請求することが可能です。 

  

    (4）本株式移転比率の算定根拠等 

  ①算定の基礎 

   ６社は、本株式移転の株式移転比率の算定にあたって公正性・妥当性を確保するため、それぞれが独立した

財務アドバイザーに株式移転比率に関する財務分析を依頼し、当社は、山田FAS株式会社(以下「山田FAS」)

を、一建設は、株式会社パートナーズ・コンサルティング(以下「パートナーズ・コンサルティング」)を、飯

田産業は、株式会社プルータス・コンサルティング(以下「プルータス・コンサルティング」)を、タクトホー

ムは、株式会社AGSコンサルティング(以下「AGSコンサルティング」)を、アーネストワンはベネディ・コンサ

ルティング株式会社(以下「ベネディ・コンサルティング」)を、アイディホームは東海東京証券株式会社(以

下「東海東京証券」)を起用致しました。 

   なお、当社が、それぞれの財務アドバイザーに対して提出したディスカウンテッド・キャッシュ・フロー法

（以下、「DCF法」）による分析の基礎となる将来の利益計画には、対前年度比較において大幅な増益となる

事業年度が含まれております。これは、主力マーケットである首都圏以外への新規エリア展開による販売棟数

の大幅な増加を見込んでいるためです。 

   一建設、飯田産業、タクトホーム、アーネストワン、及びアイディホームがそれぞれの財務アドバイザーに

対して提出したDCF法による分析の基礎となる将来の利益計画においては、大幅な増減益を見込んでおりませ

ん。 

会社名 当社 一建設 飯田産業 タクトホーム アーネストワン アイディホーム

株式移転比率  1.16  3.14  1.00  108  1.16  2.62

1.16

3.14

108

1.16

2.62

100

294,151,996

26,958,535 28,562,130 59,479,534 231,892

65,687,321 4,761,010
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  ②算定の経緯 

   当社は山田FASによる株式移転比率に関する財務分析の結果を参考に、一建設はパートナーズ・コンサルテ

ィングによる株式移転比率に関する財務分析の結果を参考に、飯田産業はプルータス・コンサルティングによ

る株式移転比率に関する財務分析の結果を参考に、タクトホームはAGSコンサルティングによる株式移転比率

に関する財務分析の結果を参考に、アーネストワンはベネディ・コンサルティングによる株式移転比率に関す

る財務分析の結果を参考に、アイディホームは東海東京証券による株式移転比率に関する財務分析の結果を参

考に、それぞれ各６社の財務の状況、資産の状況、将来の事業・業績見通しならびに本取引により期待される

戦略上、財務上および事業運営上のメリット等の要因を総合的に勘案し、６社で株式移転比率について慎重に

交渉・協議を重ねた結果、平成25年６月27日、最終的に本株式移転計画記載の株式移転比率が妥当であるとの

判断に至り、合意・決定致しました。 

  

  ③財務アドバイザーとの関係 

   当社の財務アドバイザーである山田FAS、一建設の財務アドバイザーであるパートナーズ・コンサルティン

グ、飯田産業の財務アドバイザーであるプルータス・コンサルティング、タクトホームの財務アドバイザーで

あるAGSコンサルティング、アーネストワンの財務アドバイザーであるベネディ・コンサルティング、アイデ

ィホームの財務アドバイザーである東海東京証券は、それぞれ当社、一建設、飯田産業、タクトホーム、アー

ネストワン及びアイディホームの関連当事者には該当せず、本株式移転に関して記載すべき重要な利害関係を

有しません。 

  

  ④上場廃止となる見込みおよびその事由 

   本株式移転に伴い、当社、一建設、飯田産業、タクトホーム、アーネストワン及びアイディホームは平成25

年10月29日をもって、東京証券取引所の上場廃止基準により上場廃止となる予定です。 

  

  ⑤公正性を担保するための措置 

    当社は、上述の株式移転比率に関する財務分析の結果の受領に加え、平成25年６月26日付にて、山田FASか

ら、それぞれ一定の前提条件のもとに、合意された株式移転比率が当社の株主にとって財務的見地から妥当ま

たは公正である旨の意見書（いわゆる「フェアネス・オピニオン」）を取得しています。 

   一建設は、上述の株式移転比率に関する財務分析の結果の受領に加え、平成25年６月26日付にて、パートナ

ーズ・コンサルティングから、それぞれ一定の前提条件のもとに、合意された株式移転比率が一建設の株主に

とって財務的見地から妥当または公正である旨の意見書（いわゆる「フェアネス・オピニオン」）を取得して

います。 

   飯田産業は、上述の株式移転比率に関する財務分析の結果の受領に加え、平成25年６月26日付にて、プルー

タス・コンサルティングから、それぞれ一定の前提条件のもとに、合意された株式移転比率が飯田産業の株主

にとって財務的見地から妥当または公正である旨の意見書（いわゆる「フェアネス・オピニオン」）を取得し

ています。 

   タクトホームは、上述の株式移転比率に関する財務分析の結果の受領に加え、平成25年６月26日付にて、

AGSコンサルティングから、それぞれ一定の前提条件のもとに、合意された株式移転比率がタクトホームの株

主にとって財務的見地から妥当または公正である旨の意見書（いわゆる「フェアネス・オピニオン」）を取得

しています。 

   アーネストワンは、上述の株式移転比率に関する財務分析の結果の受領に加え、平成25年６月26日付にて、

ベネディ・コンサルティングから、それぞれ一定の前提条件のもとに、合意された株式移転比率がアーネスト

ワンの株主にとって財務的見地から公正である旨の意見書（いわゆる「フェアネス・オピニオン」）を取得し

ています。 

   アイディホームは、上述の株式移転比率に関する財務分析の結果の受領に加え、平成25年６月26日付にて、

東海東京証券から、それぞれ一定の前提条件のもとに、合意された株式移転比率がアイディホームの株主にと

って財務的見地から妥当または公正である旨の意見書（いわゆる「フェアネス・オピニオン」）を取得してい

ます。 

  

   ⑥利益相反を回避するための措置 

    本経営統合にあたって、当社、一建設、飯田産業、タクトホーム、アーネストワン及びアイディホームは、

いずれもそれぞれの会社の支配株主には該当せず、また、各社間での役職員の兼任もありません。したがっ

て、特段の利益相反関係は生じないことから、特別な措置は講じておりません。 
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  (5）持株会社設立前の基準日に基づく６社の配当 

    当社は、中間決算期末（平成25年７月31日）を基準日とする１株当たり20円の中間配当を行うことを予定して

おります。また、平成25年10月31日を基準日とする配当を１株当たり10円を限度として行うことを予定しており

ます。 

    一建設は、中間決算期末（平成25年７月31日）を基準日とする１株当たり60円の中間配当を行うことを予定し

ております。また、平成25年10月31日を基準日とする配当を１株当たり30円を限度として行うことを予定してお

ります。 

    飯田産業は、中間決算期末（平成25年10月31日）を基準日とする１株当たり16円の中間配当を行うことを予定

しております。 

    タクトホームは、平成25年10月31日を基準日とする配当を１株当たり1,875円を限度として行うことを予定し

ております。 

    アーネストワンは、中間決算期末（平成25年９月30日）を基準日とする１株当たり22円の中間配当を行うこと

を予定しております。また、平成25年10月31日を基準日とする配当を１株当たり４円を限度として行うことを予

定しております。 

    アイディホームは、中間決算期末（平成25年６月30日）を基準日とする１株当たり66円の中間配当を行うこと

を予定しております。また、平成25年10月31日を基準日とする配当を１株当たり44円を限度として行うことを予

定しております。 

    なお、平成25年10月31日を基準日とする配当は、共同持株会社の成立日の前日時点の株主の皆様に対して、各

社の10月31日より前の直近の配当基準日から10月31日までのご支援に応えるために行うものであります。 

  

 ３．本株式移転により新たに設立する会社の概要 

(1) 商号 
飯田グループホールディングス株式会社 

(英文表示 : Iida Group Holdings Co., Ltd.) 

(2) 事業内容 
戸建分譲事業、マンション分譲事業、請負工事事業及びこれらに関連する事業を行う子

会社及びグループ会社の経営管理ならびにこれらに附帯する業務 

(3) 本店所在地 東京都西東京市北原町三丁目2番22号 

(4) 
代表者及び役員

の就任予定 

代表取締役会長 

代表取締役副会長 

代表取締役社長 

取締役副会長 

取締役相談役 

取締役 

取締役 

取締役 

取締役 

取締役 

執行役員 

執行役員 

執行役員 

監査役 

監査役 

監査役(社外) 

監査役(社外) 

飯田 一男 

森 和彦 

西河 洋一 

佐々野 俊彦 

山本 重穂 

久林 欣也 

堀口 忠美 

兼井 雅史 

西野 弘 

松林 重行 

中辻 満壽雄 

青柳 秀樹 

佐藤 和広 

石丸 郁子 

宮尾 建夫 

佐々木 延行 

林 千春 

(現 一建設代表取締役会長) 

(現 飯田産業代表取締役会長) 

(現 アーネストワン代表取締役会長) 

(現 当社相談役) 

(現 タクトホーム代表取締役会長) 

(現 アイディホーム代表取締役社長) 

(現 一建設代表取締役社長) 

(現 飯田産業代表取締役社長) 

(現 当社代表取締役社長兼社長執行役員) 

(現 アーネストワン代表取締役社長) 

(現 タクトホーム取締役副社長) 

(現 一建設常務取締役管理本部長) 

(現 アーネストワン専務取締役) 

(現 飯田産業常勤監査役) 

(現 アーネストワン常勤監査役) 

(現 株式会社キャム非常勤監査役) 

(現 一建設非常勤監査役) 

(5) 資本金 100億円 

(6) 資本準備金 25億円 

(7) 純資産(連結) 未定 

(8) 総資産(連結) 未定 

(9) 決算期 ３月31日 

(10) 上場証券取引所 東京証券取引所 

(11) 会計監査人 新日本有限責任監査法人 

(12) 株主名簿管理人 みずほ信託銀行株式会社 
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文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

  

(1）業績の状況 

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新政権の推し進める経済対策及び金融政策の効果などを背景

に、輸出が持ち直し、生産も緩やかな増加傾向となるなど、景気は着実に持ち直しており、自律的回復に向けた動き

もみられております。また先行きにおいても、これらの景気の持ち直しが、企業収益の改善、家計所得や投資の増加

につながり、景気回復へ向かうことが期待されております。しかしながら、海外景気の下振れにより国内景気が下押

しされるリスクも存在しており、また今後においては各種の増税政策や保険料負担の増加等の動向により、消費の先

行きにも不透明感が残る状況にあります。 

当社グループが主体とする不動産業界においては、各種の住宅取得促進政策を背景に堅調に推移しており、直近で

の金利の先高感や、来年４月に予定されている消費増税の影響も相まって、平成25年上期の新設住宅着工戸数は５年

ぶりの高水準となっております。しかしながらその一方で、住宅ローン減税拡充等の一定の対策はされてはいるもの

の、消費増税による反動減、供給過多な状況による在庫リスク等が懸念され、消費の動向については先行き不透明な

状況となっております。 

このような市場環境に鑑み、当社グループの主力である戸建住宅においては、適正な在庫回転率及び在庫水準維持

のための仕入・着工・販売のバランスの平準化に注力し、商品力の向上として、「長期優良住宅」認定住宅の標準仕

様化、住宅性能評価書全棟取得、太陽光パネル搭載住宅の推進等、またエリア展開として、首都圏における新規出

店、それに伴う人員体制の強化等を通じ、安定的な事業基盤の構築及び事業の拡大を図りました。 

その結果、戸建住宅事業において粗利益率が回復傾向を示し、販売戸数も伸長したこと等により、売上高及び各段

階利益は想定を上回ることとなりました。 

販売費及び一般管理費においては概ね想定通りの水準を維持し、また財務面においても最適資金調達の基本方針に

沿った財務活動を実施することにより、金融費用の適正な水準を維持することができております。 

 その結果、当第２四半期連結累計期間における売上高は 百万円（前年同期比 ％増）、営業利益は

百万円（前年同期比 ％増）、経常利益は 百万円（前年同期比 ％増）、四半期純利益は 百万円

（前年同期比 ％増）となりました。 

  

 セグメントの業績は次のとおりであります。 

  

①不動産分譲事業 

 戸建住宅におきましては、前年同期と比較して販売戸数が 戸増加したこと等により、戸建住宅に係る売上高

は 億 百万円（前年同期比 ％増）となりました。土地に係る売上高は３億 百万円（前年同期比 ％

減）、建築条件付戸建住宅に係る売上高は３億 百万円（前年同期比 ％減）、不動産分譲事業の周辺業務に係

る売上高は１億 百万円（前年同期比 ％増）となりました。これらにより、不動産分譲事業全体の売上高は

億 百万円（前年同期比 ％増）となりました。 

②建築請負事業 

 建築請負事業に係る売上高は、 億 百万円（前年同期比 ％増）となりました。 

③不動産賃貸事業 

 不動産賃貸事業に係る売上高は、２億５百万円（前年同期比 ％増）となりました。 

   

(2）財政状態の分析 

当第２四半期連結会計期間末の資産合計は 百万円となり、前連結会計年度末比で 百万円の増加とな

りました。これは主に、現金及び預金が 億１百万円、たな卸資産が 億 百万円、投資有価証券が１億 百万円そ

れぞれ増加したこと等によるものであります。 

 当第２四半期連結会計期間末の負債合計は 百万円となり、前連結会計年度末比で 百万円の増加とな

りました。これは、支払手形及び営業未払金が２億 百万円、電子記録債務が８億 百万円、主に不動産分譲事業に

おける事業用地仕入資金として借り入れた借入金が 億 百万円それぞれ増加したこと等によるものであります。 

 当第２四半期連結会計期間末の純資産合計は 百万円となり、前連結会計年度末比で 百万円の増加と

なりました。これは主に、剰余金の配当５億 百万円に対し、四半期純利益 億６百万円を計上したこと等によるも

のであります。 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

655億93 9.9 41億98

19.5 38億95 20.6 24億６

27.8

192

626 62 10.6 93 45.2

90 41.6

27 10.6

635 73 9.3

18 14 35.1

19.8

926億41 51億57

16 30 15 42

522億20 32億22

46 92

17 98

404億21 19億34

12 24
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(3）キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は営業活動による資金の増加、

財務活動による資金の増加等により、期首残高に比べて 百万円増加し 百万円となりました。当第２四

半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況と主な要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益 百万円、たな卸資産の増加額

百万円、法人税等の支払額 百万円、仕入債務の増加額 百万円等により、 百万円の増加となり

ました。前年同期と比較して、 億 百万円の減少であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出１億48百万円、無形固定資産の取得に

よる支出94百万円等により 百万円の減少となりました。前年同期と比較して、２億28百万円の減少であり

ます。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の純増加額 百万円、配当金の支払額 百万円等

により 百万円の増加となりました。前年同期と比較して、 億２百万円の増加であります。 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

(5）研究開発活動 

 該当事項はありません。 

  

(6）従業員数 

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループの従業員数は前連結会計年度末と比べて 名増加し、 名と

なりました。これは、主に不動産分譲事業における業容拡大に伴う採用によるものであります。  

16億１ 143億51

37億26 30億15

14億71 11億39 ７億76

26 76

２億27

19億92 ５億11

10億52 48

59 607
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

当第２四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。   

（注）１．新株予約権１個の目的である株式の数（以下、「付与株式数」といいます。）は、100株とします。た

だし、新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）後、当社が株式分割（当社普通株式の

株式無償割り当てを含む。）又は株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数を調整します。 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・併合の比率 

また、上記のほか、割当日後、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた時は、合理

的な範囲内で当社は必要と認める付与株式数の調整を行うことができます。 

上記調整の結果生ずる１株未満の端数については、これを切り捨てます。 

第３【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  107,346,224

計  107,346,224

種類 
第２四半期会計期間末
現在発行数（株） 
（平成25年７月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成25年９月10日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  26,958,535  26,958,535
東京証券取引所 

市場第一部 

単元株式数 

100株 

計  26,958,535  26,958,535 － － 

（２）【新株予約権等の状況】 

決議年月日  平成25年５月13日 

新株予約権の数（個）  138

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） （注）１ 13,800

新株予約権の行使時の払込金額（円） １ 

新株予約権の行使期間 
自 平成25年５月31日 

至 平成75年５月30日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   

資本組入額は会社計算規則第17条第１項に従い算出
される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、
計算の結果１円未満の端数が生じる場合は、これを
切り上げるものとする。 

1,744

新株予約権の行使の条件 （注）２ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、当社
取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）３ 

新株予約権の取得条項に関する事項 （注）４ 
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２．新株予約権の行使の条件は次のとおりであります。 

(1）新株予約権者は、上記の新株予約権の行使期間内において、当社又は子会社の取締役の地位を喪失

した日の翌日から10日を経過する日までの間に限り、新株予約権を行使することができるものとし

ます。行使できる新株予約権は、取締役の地位を喪失した当該会社における取締役の地位に基づき

割り当てを受けた新株予約権とします。 

(2）新株予約権の一部行使はできないものとします。 

(3）当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承認

の議案、当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案につき、当社株主

総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社取締役会決議がなされた場合）、当該

承認日の翌日から30日間に限り新株予約権を行使できるものとします。ただし、(注)３に定める組

織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項に従って新株予約権者に再編対象会社の新株予約

権が交付される場合を除くものとします。 

(4）新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人は、当該被相続人が死亡した日の翌日から６ヶ月を

経過する日までの間に限り、本新株予約権を行使することができるものとします。 

(5）その他の権利行使の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定め

るところによります。 

３．組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項は次のとおりであります。 

当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当社

が分割会社となる場合に限る。）、株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場

合に限る。）（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行

為の発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立会社成立

の日、吸収分割につき吸収分割の効力発生日、新設分割につき新設分割設立会社成立の日、株式交換

につき株式交換がその効力を生ずる日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をい

う。以下同じ。）の直前において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を保有

する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げ

る株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとします。た

だし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契

約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限ります。 

(1）交付する再編対象会社の新株予約権の数 

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとします。 

(2）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とします。 

(3）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、目的である株式の種類及び数につき合理的な調整がなされた

数とする。ただし、調整により生じる１株未満の端数は切り捨てるとします。 

(4）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後行使価額に

上記(3）に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得ら

れる金額とします。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受け

ることができる再編対象会社の株式１株当たり１円とします。 

(5）新株予約権を行使することができる期間 

新株予約権の行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のいずれか遅い日から、新株予約権の

行使期間の満了日までとします。 

(6）新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

①新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条

第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が

生じたときは、その端数を切上げるものとします。 

②新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記①記載の資

本金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とします。 

(7）譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとします。 

(8）新株予約権の行使条件 

上記(注)２に準じて決定するとします。 

(9）新株予約権の取得条項 

下記(注)４に準じて決定するとします。 
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４．新株予約権の取得条項に関する事項は次のとおりであります。 

当社は、以下(1）、(2）、(3）の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場

合は当社取締役会決議）は、当社取締役会が別途定める日に、新株予約権を無償で取得することができ

るものとします。 

(1）当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

(2）当社が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案 

(3）当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案 

  

  なお、平成25年６月11日開催の取締役会決議に基づき、同日現在に存在する新株予約権について、同日に取

得し、平成25年６月14日付で消却致しております。 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

（注）主に自己株式の消却による減少であります。  

  

（注）上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、

千株であります。  

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

（４）【ライツプランの内容】 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高 

（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高 
（百万円） 

平成25年５月１日～ 

平成25年７月31日 
 △14,653  26,958,535  －  7,819  －  8,111

（６）【大株主の状況】 

  平成25年７月31日現在

氏名又は名称 住   所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合 

（％） 

株式会社バンブーフィールド 東京都杉並区西荻北３丁目30－11  8,562  31.75

有限会社一商事 東京都西東京市柳沢１丁目６－３  3,760  13.94

日本トラスティ・サービス信託銀行株
式会社（信託口）（注） 

東京都中央区晴海１丁目８－11  1,032  3.82

佐々野 俊彦 東京都杉並区  800  2.96

CREDIT SUISSE SECURITIES (EUROPE) 
LIMITED PB OMN IBUS CLIENT ACCOUNT 
（常任代理人 クレディ・スイス証券
株式会社） 

ONE CABOT SQUARE LONDON E14 4QJ 
（東京都港区六本木１丁目６番１号 泉ガーデ
ンタワー） 

 743  2.75

MSCO CUSTOMER SECURITIES 
（常任代理人 モルガン・スタンレー
MUFG証券株式会社）  

1585 BROADWAY NEW YORK,NEW YORK 
10036,U.S.A. 
（東京都渋谷区恵比寿４丁目20－３ 恵比寿ガ
ーデンプレイスタワー）  

 508  1.88

東栄住宅取引先持株会 
東京都西東京市芝久保町４丁目26－３ 
株式会社東栄住宅総務部内  

 494  1.83

UBS AG LONDON A/C IPB SE GREGATED 
CLIENT ACCOUNT 
（常任代理人 シティバンク銀行株式
会社）  

BAHNHOFSTRASSE 45,8001 ZURICH,SWITZERLAND 
（東京都品川区東品川２丁目３番14号）  

 485  1.80

GOLDMAN,SACHS & CO.REG 
（常任代理人 ゴールドマン・サック
ス証券株式会社）  

200 WEST STREET NEW YORK,NY,USA 
（東京都港区六本木６丁目10番１号 六本木ヒ
ルズ森タワー）  

 472  1.75

飯田 一男 東京都杉並区  338  1.25

計 －  17,197  63.79

958
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①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が1,300株（議決権の数13個）

含まれております。 

  

②【自己株式等】 

（注） １．株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が560株（議決権の数５個）あり

ます。なお、当該株式は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄に500株含まれてお

り、「単元未満株式」の欄に60株含まれております。 

２．自己株式は、平成25年６月14日を以て消却しております。 

  

該当事項はありません。  

（７）【議決権の状況】 

  平成25年７月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他）（注） 
普通株式 

 26,883,600
 268,836 － 

単元未満株式 
普通株式 

 74,935
－ － 

発行済株式総数  26,958,535 － － 

総株主の議決権 －  268,836 － 

  平成25年７月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

２【役員の状況】 
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成25年５月１日から平

成25年７月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成25年２月１日から平成25年７月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。  

第４【経理の状況】 
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成25年１月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成25年７月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 12,750 14,351

販売用不動産 16,912 16,321

仕掛販売用不動産 37,588 40,953

未成工事支出金 5,557 5,791

その他 1,011 1,231

流動資産合計 73,821 78,649

固定資産   

有形固定資産   

建物 5,065 5,105

土地 8,473 8,465

その他 501 543

減価償却累計額 △1,867 △1,898

有形固定資産合計 12,173 12,214

無形固定資産 174 247

投資その他の資産   

投資有価証券 788 930

その他 554 626

貸倒引当金 △27 △27

投資その他の資産合計 1,315 1,530

固定資産合計 13,662 13,992

資産合計 87,484 92,641
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成25年１月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成25年７月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び営業未払金 12,279 12,525

電子記録債務 － 892

短期借入金 31,819 33,811

1年内返済予定の長期借入金 375 267

未払法人税等 1,547 1,476

賞与引当金 55 65

その他 1,273 1,581

流動負債合計 47,349 50,620

固定負債   

長期借入金 688 602

退職給付引当金 549 559

保証工事引当金 261 299

その他 148 137

固定負債合計 1,647 1,599

負債合計 48,997 52,220

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,818 7,819

資本剰余金 8,109 8,111

利益剰余金 22,215 24,068

自己株式 △41 －

株主資本合計 38,102 39,999

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 330 422

その他の包括利益累計額合計 330 422

新株予約権 54 －

純資産合計 38,486 40,421

負債純資産合計 87,484 92,641
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 

【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年２月１日 
 至 平成24年７月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年２月１日 
 至 平成25年７月31日) 

売上高 59,666 65,593

売上原価 51,704 56,295

売上総利益 7,961 9,298

販売費及び一般管理費 ※  4,447 ※  5,100

営業利益 3,514 4,198

営業外収益   

受取利息及び配当金 20 21

受取保険金 7 4

その他 7 14

営業外収益合計 35 41

営業外費用   

支払利息 221 239

融資手数料 71 64

その他 25 40

営業外費用合計 318 343

経常利益 3,231 3,895

特別利益   

固定資産売却益 0 0

特別利益合計 0 0

特別損失   

固定資産売却損 6 －

減損損失 0 －

自己新株予約権消却損 － 169

特別損失合計 7 169

税金等調整前四半期純利益 3,224 3,726

法人税、住民税及び事業税 1,256 1,375

法人税等調整額 84 △55

法人税等合計 1,341 1,320

少数株主損益調整前四半期純利益 1,882 2,406

四半期純利益 1,882 2,406
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年２月１日 
 至 平成24年７月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年２月１日 
 至 平成25年７月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 1,882 2,406

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 41 91

その他の包括利益合計 41 91

四半期包括利益 1,924 2,498

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,924 2,498

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年２月１日 
 至 平成24年７月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年２月１日 
 至 平成25年７月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 3,224 3,726

減価償却費 129 151

自己新株予約権消却損 － 169

引当金の増減額（△は減少） 41 58

受取利息及び受取配当金 △20 △21

支払利息 221 239

たな卸資産の増減額（△は増加） 3,755 △3,015

仕入債務の増減額（△は減少） △1,242 1,139

その他 △260 20

小計 5,847 2,468

利息及び配当金の受取額 20 21

利息の支払額 △218 △242

法人税等の支払額 △2,197 △1,471

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,452 776

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △126 △148

有形固定資産の売却による収入 129 14

無形固定資産の取得による支出 △2 △94

投資活動によるキャッシュ・フロー 1 △227

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △2,979 1,992

長期借入金の返済による支出 △254 △193

配当金の支払額 △510 △511

自己新株予約権の取得による支出 － △229

その他 △5 △5

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,749 1,052

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △296 1,601

現金及び現金同等物の期首残高 12,766 12,750

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  12,470 ※  14,351
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  (減価償却方法の変更) 

     当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成25年２月１日以後に取得し

た有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 

     なお、これによる当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響

は軽微であります。 

  

 該当事項はありません。 

  

【会計方針の変更】 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 
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該当事項はありません。 

  

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

  

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のと

おりであります。 

  

【注記事項】 

（四半期連結貸借対照表関係） 

（四半期連結損益計算書関係） 

  
前第２四半期連結累計期間 
（自 平成24年２月１日 
至 平成24年７月31日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成25年２月１日 
至 平成25年７月31日） 

支払手数料 1,133百万円 1,242百万円 

広告宣伝費 563 674

従業員給料及び手当 1,128 1,306

賞与引当金繰入額 55 50

退職給付費用 68 54

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
前第２四半期連結累計期間 
（自 平成24年２月１日 
至 平成24年７月31日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成25年２月１日 
至 平成25年７月31日） 

現金及び預金勘定 12,470百万円 14,351百万円 

現金及び現金同等物 12,470 14,351
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Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成24年２月１日 至 平成24年７月31日） 

配当に関する事項 

(1）配当金の支払額 

  

(2）基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力

発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

  

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成25年２月１日 至 平成25年７月31日） 

配当に関する事項 

(1）配当金の支払額 

  

(2）基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力

発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

  

（株主資本等関係） 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり
配当額 

（円） 
基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年４月24日 

定時株主総会 
普通株式  511  19 平成24年１月31日 平成24年４月25日 利益剰余金 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり
配当額 

（円） 
基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年９月３日 

取締役会 
普通株式  512  19 平成24年７月31日 平成24年９月28日 利益剰余金 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり
配当額 

（円） 
基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年４月25日 

定時株主総会 
普通株式  512  19 平成25年１月31日 平成25年４月26日 利益剰余金 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり
配当額 

（円） 
基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年９月３日 

取締役会 
普通株式  539  20 平成25年７月31日 平成25年９月30日 利益剰余金 
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Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成24年２月１日 至 平成24年７月31日） 

報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報 

（注）１．セグメント利益の調整額 百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用でありま

す。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門等に係る一般管理費等であります。 

   ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成25年２月１日 至 平成25年７月31日） 

報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報 

（注）１．セグメント利益の調整額 百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用でありま

す。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門等に係る一般管理費等であります。 

   ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

（セグメント情報等） 

【セグメント情報】 

  （単位：百万円）

  

報告セグメント 
調整額 
（注）１  

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）２ 

不動産分譲 
事業  

建築請負 
事業  

不動産賃貸 
事業  

計 

売上高             

外部顧客への売上高  58,151 1,342 171 59,666  － 59,666

セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

 4 105 － 109  △109 －

計   58,156 1,448 171 59,776  △109   59,666

セグメント利益  4,460 12 77 4,550  △1,036  3,514

△1,036

  （単位：百万円）

  

報告セグメント 
調整額 
（注）１  

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）２ 

不動産分譲 
事業  

建築請負 
事業  

不動産賃貸 
事業  

計 

売上高             

外部顧客への売上高  63,573 1,814  205  65,593  － 65,593

セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

 0 90  － 91  △91  －

計  63,574 1,905 205 65,685  △91   65,593

セグメント利益  5,249 62 96 5,409  △1,210  4,198

△1,210
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 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

  

  株式移転計画承認の件 

当社は、一建設、飯田産業、タクトホーム、アーネストワン及びアイディホームの５社との間で、平成24年12月

25日に共同株式移転の方法により共同持株会社を設立し、経営統合を行うことについての基本合意に達し、同日合

意書を締結の上、６社で統合に向けての協議を進めてまいりましたが、平成25年６月27日、６社はそれぞれの取締

役会の決議に基づき、主要事項について合意し、統合契約書を締結するとともに、株式移転計画書を共同で作成

し、平成25年８月30日開催の臨時株主総会において株式移転計画が承認可決されました。 

  

  

 平成25年９月３日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

 （イ）配当金の総額…………………………………………539百万円 

 （ロ）１株当たりの金額……………………………………20円 

 （ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日……………平成25年９月30日 

（注）平成25年７月31日現在の株主名簿に記載または記録された株主、もしくは登録された質権者に対し、支払いを

行います。 

  

（１株当たり情報） 

  
前第２四半期連結累計期間 
（自 平成24年２月１日 
至 平成24年７月31日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成25年２月１日 
至 平成25年７月31日） 

(1）１株当たり四半期純利益金額 円 銭 69 89 円 銭 89 28

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額（百万円）  1,882  2,406

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円）  1,882  2,406

普通株式の期中平均株式数（千株）  26,940  26,955

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 円 銭 69 67 円 銭 88 99

（算定上の基礎）     

四半期純利益調整額（百万円）  －  －

普通株式増加数（千株）  83  87

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

 －  －

（重要な後発事象） 

２【その他】 
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
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 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社東栄

住宅の平成２５年２月１日から平成２６年１月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成２５年５月１

日から平成２５年７月３１日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２５年２月１日から平成２５年７月３１日まで）

に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四

半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東栄住宅及び連結子会社の平成２５年７月３１日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

強調事項 

 重要な後発事象に記載されているとおり、平成２５年８月３０日開催の臨時株主総会において、一建設株式会社、株式

会社飯田産業、タクトホーム株式会社、株式会社アーネストワン及びアイディホーム株式会社との共同持株会社設立のた

めの株式移転計画が承認されている。 

 当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成２５年９月１０日

株式会社東栄住宅 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

 公認会計士 山口 光信  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

 公認会計士 柴田 憲一  印 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 

8875/E03976/東栄住宅/2014年
－25－


	表紙～目次
	企業の概況
	事業の状況
	提出会社の状況
	経理の状況（概要）
	連結財務諸表
	保証会社情報
	レビュー報告書（連結）


<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /All
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJDFFile false
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages true
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages true
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages true
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /Description <<
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe5b9a521b5efa7684002000500044004600206587686353ef901a8fc7684c976262535370673a548c002000700072006f006f00660065007200208fdb884c9ad88d2891cf62535370300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c676562535f00521b5efa768400200050004400460020658768633002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d7f6e5efa7acb7684002000410064006f006200650020005000440046002065874ef653ef5728684c9762537088686a5f548c002000700072006f006f00660065007200204e0a73725f979ad854c18cea7684521753706548679c300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c4f86958b555f5df25efa7acb76840020005000440046002065874ef63002>
    /DAN <>
    /DEU <>
    /ESP <>
    /FRA <>
    /ITA <>
    /JPN <>
    /KOR <FEFFc7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020b370c2a4d06cd0d10020d504b9b0d1300020bc0f0020ad50c815ae30c5d0c11c0020ace0d488c9c8b85c0020c778c1c4d560002000410064006f0062006500200050004400460020bb38c11cb97c0020c791c131d569b2c8b2e4002e0020c774b807ac8c0020c791c131b41c00200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /NLD (Gebruik deze instellingen om Adobe PDF-documenten te maken voor kwaliteitsafdrukken op desktopprinters en proofers. De gemaakte PDF-documenten kunnen worden geopend met Acrobat en Adobe Reader 5.0 en hoger.)
    /NOR <>
    /PTB <>
    /SUO <>
    /SVE <>
    /ENU (Use these settings to create Adobe PDF documents for quality printing on desktop printers and proofers.  Created PDF documents can be opened with Acrobat and Adobe Reader 5.0 and later.)
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /ConvertColors /NoConversion
      /DestinationProfileName ()
      /DestinationProfileSelector /NA
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure true
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles true
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /NA
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /LeaveUntagged
      /UseDocumentBleed false
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice




